



























































































































































































































































































第３部 イギリスにおける都市計画とニュー サンス法 －判例・制度の歴史的展開に見る連続面と切断面－
１，はじめに
１）問題の所在
イギリスにおいて、都市計画とニューサンス法は、歴史的にみれば密接な関係を有してき
た。ところが、不思議なことに、裁判所がこの両者の関係に初めて言及したのは２０世紀の後半
になってからのことであった。しかも、裁判所で形成された判例は、両者のあいだには一定の
切断があるというのである。そこで第３部では、この歴史的展開における「連続面」と、判例にみ
られる「切断面」を、整合的に説明することを試みたい。
２）都市計画とニューサンス法の関係史
ニューサンス法と都市計画の歴史的関係は、明白である。たとえば、１２世紀後半からはじま
るニューサンス訴訟のもと蓄積されていったルールは、各地の「建築規制」へと引き継がれて
いった。また、時代を下って、１９世紀の公衆保健改革は、「制定法上のニューサンス」を生み
出すとともに、やがて、それ自身が都市計画へと発展していったのであった。
３）都市計画以前のニューサンス法（「地域性」の発見）
産業革命は、従前の土地利用を保全するか、あるいは新しい産業の新しい利用形態のため
に開発するかについて、コモン・ロー裁判所の裁判官たちを悩ませた。裁判官たちは、この問
題に対して明確な答えを出さなかったようであるが、異なる利益の衝突がくり返し裁判所に持
ち込まれることで、ある土地の利用がニューサンスとなるかは、その土地が属する「地域性」をも
とにした一定の限度を超えるか否かによって決まるという考え方が、利益調整の原理の一つと
して意識されるようになり、この時代の一連の判決を通じて定式化されたのであった。そこで
は、ニューサンスの性質を「プロパティを実質的に害する」ものと、「個人的に不快と感じる」もの
とに分け、地域性に応じてニューサンス成立についての判断が異なるのは、後者だけとされ
た。
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４）第３部の構成
（略）
２，ニューサンス訴訟における都市計画
１）Gillingham高等法院判決
１９９１年に都市計画とニューサンス法の関係がはじめて直接に問われたGillingham判決
は、ある開発行為から必然的に発生するニューサンスが、計画当局としての権限を有する地
方政府から、その開発につき計画許可を受けたことで、以後、そのニューサンスについては免
責されるのか、ということが争われた事例であった。ある地域で行われる開発行為が地方政府
から許可を受けることで、その地域は、そうした開発行為が許容される「地域性」を有していると
言えるのかが、法的な論点となった。この事件は、地方政府が原告となり、２４時間開港する商
業港を運営する会社へのアクセス道から発生する騒音を、パブリック・ニューサンスとして訴え
た事件であった。ただし、この商業港の開発は、原告自らが計画許可を出し、しかも許可段階
で、この騒音が発生するだろうことについて原告がすでに認識していたことが、この事例を特
徴あるものとしていた。
かつて、直接には「制定法の承認」について争われた別の事件で、「計画当局は、居住者の
快適性と利便性に関する近隣地域の性質（＝地域性）を変更する制定法上の権限を有するこ
とをのぞいて、ニューサンスを承認する管轄権を持たない」との傍論が述べられたことがあった
が、Gillingham判決では、制定法の承認の判断枠組みを計画許可制度へと転用し、この傍論
と同じ結論を採用し、原告敗訴が言い渡された。すなわち、原告のかつての計画許可により、
この地は２４時間商業港が運営される場所となったことで、こうした変更された地域性の下では
訴えられた騒音はニューサンスを構成しないと判断されたのである。
Gillingham判決については、２つのポイントを指摘する必要がある。１つめは、計画許可は、
必ず近隣地域の性質を変更するのか、すなわち、許可があれば地域性の変更を通じて必ず
ニューサンスを免責することになるのかということであり、２つめは、「公益と個々人の利益調整
は、計画許可制度の中で十分におこなわれている」との判示が、この問題について、裁判所が
事後的に審査することを否定する趣旨であるのか、である。
２）Wheeler控訴院判決
Gillingham判決が示した、「計画許可は、近隣地域の性質を変更することができ、その結
果、性質に変更がなければニューサンスとなったであろう活動を、合法的なものとすることがで
きる」という法理は、豚舎からの悪臭が問題となったWheeler判決（１９９４）で、控訴院でも認め
られることとなった。しかし、本件では、計画許可を受けて建てられた豚舎から発生した悪臭
は、ニューサンスに該当されると判断された。というのも、本件は、わずか３５０㎡の土地につい
ての話であり、港の開発とは異なり、近隣地域の性質を変更するような「戦略的な計画決定」で
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はないとされたからである。先の２つのポイントに従って整理すれば、①計画許可があっても、
近隣地域の性質は、必ずしも変更されるわけではなく、②計画許可制度は第三者に上訴権が
与えられていないなど種々の問題があり、そこでの決定で、公益と個々人の利益の調整が済
んでいるとは言えず、裁判所の役割はなお残されているとの判断が出されたのであった。
３）Huntrer貴族院判決
高層ビルのテレビ電波受信妨害が問題となった本件は、最終的に、受信妨害はそもそもニ
ューサンスにあたらないとされたことから、計画許可との関係は結論からすれば直接の争点で
はなくなってしまったが、傍論として、何人かの裁判官がこの関係に言及することで、
Gillingham判決は、Wheeler判決での修正を経て、貴族院でも受け入れられたと理解されて
いる。
４）Watson控訴院判決
最も新しいWatson判決（２００９）では、担当のモリット裁判官が、これまでの諸判決と同様の
枠組みを採用していると述べながらも、「計画許可の付与そのもの」がニューサンス成立の判
断に影響を与えるのではなく、「計画許可の実行」が与えるのだと判示する。この意味するとこ
ろは現在のところ十分に明らかではなく今後の判例の展開を待つしかないが、これを言葉通り
に採るとすれば、計画許可そのものは、ニューサンス訴訟にとって無関係、との解釈さえ可能
であるといえる。
５）小括
Gillingham判決からはじまる一連の判決は、現在のところ以下の通り要約できるような判例
を形成している。
１，国会制定法は、ある活動から必然的に発生するニューサンスについて、これを承認することで、そ
の責任を免除することができるのに対して、国会制定法である都市農村計画法に基づく地方計画
当局による計画許可は、国会がある行為について直接免責できるのとは異なり、ニューサンス責
任を免責させることはできない。（「制定法の承認」の抗弁の計画許可への適用を否定）
２，地方計画当局が、近隣地域の性質を変更するような計画許可を与えた場合、ニューサンス訴訟に
おいて、救済が与えられるべきかについての決定にあたっては、許可によって変更された後の近
隣地域の性質に基づく基準によって決定される。このとき、必ずしも、すべての計画許可が近隣
地域の性質を変えるわけではなく、性質を変えるのは、「戦略的な」開発の許可に限られる。
３，計画許可の付与は、ニューサンスに関すること以外の私的権利に対して何らの効果も持たない。
計画許可を与えられたからといって、許可内容と相反する内容を持つ他の私的権利や契約が無
効とはならない。
判例の展開は、Gillingham判決での定式化（上記・要約の１と２）をふまえつつも、計画許可
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が、近隣地域の性質を変更することができる場合をさまざまに限定する方向で展開してきたと
言える。この中で、裁判官たちが確認してきたのは、個人の法的権利の保護という視点から見
たときの計画許可制度の構造上の問題点であった。ようするに、裁判官たちは、Wheeler判決
のギブソン裁判官が懸念したように、「上訴もできず提訴も難しいような行政決定の結果とし
て、私的権利を消滅させることを黙認する」ことに、きわめて慎重なのであった。その結果、ニュ
ーサンス訴訟においては、ニューサンス法と都市計画に、なお一定の切断が見られるのであ
る。
３，都市計画におけるニューサンス法
これまでは、ニューサンス訴訟において計画許可がどのような位置づけを持つものであるの
か確認してきた。ここからは、視点を変えて、計画許可制度においてニューサンスからの保護と
いった個人の権利・利益がどのように位置づけられているのか、確認していく。
１）公的機関のネグリジェンス責任
いかなる原理によって、公的機関のネグリジェンス責任を問うことができるのか、という問題に
ついて、イギリス法は、安定した原理を確定できずにいる。しかしながら、前章で確認したニュ
ーサンス法と都市計画の関係について争われていた一連の判決があった１９９０年代までに
は、１）公的機関が、直接被害の原因を作り出すか、作り出すこととなった過程を高度に規制し
ている場合に、公的機関は有責となりうるのに対して、２）被害の原因が、直接的には第三者の
過誤による場合には、（ａ）被害の発生について、公的機関に予見可能性があるか、（ｂ）公的
機関と被害者の関係に近接性が認められるか、（ｃ）注意義務を認めることが公正で正当かつ
合理的かという３つの基準を満たさないかぎり、公的機関は有責とはならない、との区分が確
立していた。
２）計画許可制度の視点
計画許可を含めた地方計画当局の判断も、上記の二分法の後者に当てはまるものである
が、対立する諸利益を調整するためのこの種の権限行使は、必然的に誰かに不利益をもたら
すものと言え、裁判所が、これに対して、ネグリジェンス責任を公的機関に負わせることはさら
に否定的であった。
これに関する諸判決では、都市計画は「公共の利益のために」するものと理解され、公的機
関であるところの地方計画当局が、計画許可などの都市計画を行うにあたって、かりに、ニュ
ーサンスからの保護といった誰か個人の権利・利益を考慮しなかったとしても、「公共の利益」
を第一の目的とするこの制度の下では、その個人に対して公的機関のネグリジェンス責任を問
うことは、きわめて難しくなっている。
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３）「公益」を構成する「私益」
しかし、１９７０年のStringer判決は、「公共の利益」と「私的利益」は、それぞれ別個のもので
はなく、ときに前者に後者を含めうることがあるという。しかし、スティーブン・クロウ教授によれ
ば、こうした考え方は、「アメニティの確保」を目的とした１９０９年住宅・都市計画等法以来、イ
ギリス都市計画においてずっと採用されてきたものであり、いまでは「よき近隣」の観念のもとで
理解されるようになっているという。そこでは、ニューサンスからの保護を、公共の利益の一部と
して変換することで確保しているだけでなく、アメニティとしてさらに拡大する契機さえもが用意
されているのである。確かに、実際に計画許可の通知書に記載されている不許可や条件付許
可の理由には、近隣住民の私的な利益を保護・拡大することを理由としたものを多数見つける
ことができるのである。
４）計画許可に対する裁判所の統制
計画許可において、ニューサンスからの保護といった「私的利益」は、「公共の利益」に変換
されることで保護されることとなっているとして、そうした計画許可に対して、裁判所はどのような
統制が可能となっているのだろうか。計画許可を争う訴訟手段は、裁判所に対する計画審査・
司法審査制度と、大臣（・インスペクター）に対する計画上訴制度に大別することができる。この
うち、計画上訴は、周辺住民の第三者に上訴権がないという欠陥があるものの、大臣らは、地
方計画当局の判断に代えて、もう一度、その裁量判断についての「当否」（merit）の問題を含
めて判断のやり直しができる。これに対して、裁判所よる審査は、あくまで、法的観点から地方
計画当局の判断過程に違法性がないか審査するのに限られ裁量判断の当否の問題には踏
み込めないという違いがある。
第２部で論じたとおり、許可審査にあたって考慮される関連考慮事項については、「何を」そ
れに含めうるかについては裁判所の問題となるのに対して、それを「どのように」考慮するか
は、決定権者に委ねられているものとされる。これについて、パーデュ教授は、裁判所が監督
的役割へと自らを抑制しているものの、必要と考えるときに介入する権利を保持しているものと
して、現行の分担の柔軟性を肯定的に捉える。しかし、クロウ教授は、裁判所の審査が、計画
上訴のやり直しのように用いられることで、裁量判断によって当該開発について最も「善き、か
つ、公正な」決定をおこなうべき計画当局の判断が、歪められることを懸念するのである。この
背景には、本来的に両方の性質を有する計画許可を、法的決定と見るか、政治的なそれと見
るかの対立がある。
５）小括
地方計画当局等が担当する計画許可・上訴段階では、ニューサンス法が保護法益とするよ
うな生活上の種々の利益は、土地の利用と開発に関する計画上の考慮に変換されることで、
ただ保護されるだけでなく、利益を拡大しうる契機が用意されているのであった。しかし、それ
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は、あくまで、個人の権利利益をそのように変換し、公共の利益のための計画許可のプロセス
に乗せ、それを考慮することで可能となっていたのであって、第三者に上訴権が与えられてい
ないことに見られる様に、公共の利益を担う地方計画当局等を通じてのみ実現されるものであ
って、個人に権利として認められているものではなかった。これは、都市計画上の判断というも
のに必然的に含まれる、政策的あるいは政治的決定としての要素が理由と考えられる。
計画許可制度を順に追ってみてくると、ニューサンス法の理念が都市計画に受け継がれて
いるという意味での両制度の連続面が確認できる一方で、ニューサンス訴訟を検討した際に
背後に見え隠れしていた問題が、ここでは、「法」と「政治」という根本的な問題に関わって、裁
判所と計画当局とのあいだで錯綜しつつ展開していることが確認できる。
４，おわりに
１）都市計画における基本原理としてのニューサンス法
以上確認してきたとおり、ニューサンス法と都市計画は、歴史的に密接な関係を有するもの
として展開してきたが、ニューサンス訴訟においては、ニューサンス法と計画許可のあいだに
は、なお一定の切断面が見られたのであった。他方、計画許可制度は、基本的価値をニュー
サンス法と共有しながらも、さらに「アメニティ、利便性」をも確保すべく、すなわち現状の維持
だけでなく、積極的な環境創造をも担ってきた。裁判所も、この方向性において、都市計画を
担う機関＝地方政府がおこなう活動の自由を確保してきたが、ニューサンス訴訟では、それ
は、この方向性においてのみ許されると判断されたのであった。それは、「行政決定の結果とし
、、
て、私的権利を消滅させること」に慎重な、「司法部の支配」の伝統の現在における再確認と評
することができるが、ニューサンス訴訟においてみられたニューサンス法と都市計画のあいだ
の「切断面」は、両者が歴史的に密接な「連続面」を有しているからこそのものであったと言えよ
う。
終章
終章では、第２部、第３部での検討が、第１部に対していかなる示唆を有するか検討して結
びとしたい。第２部では、地方政府の第一次的な主体性と、それに対して中央政府は後見的
な介入にとどまるという関係が、１９世紀の公衆保健改革を経る中で、建築・都市計画規制の
分野でも形成されてきたことを確認した。これに対して日本では、地方政府は、ながらく国の機
関委任事務として都市計画を行ってきた中、まちづくり運動が下からの公共性形成を促してい
た。日本でも、都市計画が自治事務となったいま、地方政府の位置づけをめぐる日英の違い
を確認しておくことは、有益だろう。
第３部では、ニューサンス法と都市計画が、基本的価値を共有しながらも、それぞれの役割
の違いから、その関係を切断する場面が確認できた。この関係を日本に置き換えて考察を進
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めるとすれば、現在の方向性とは異なるオルタナティブを示すことができる。たとえば、建築基
準法６５条と民法２３４条の関係について公法私法一元論を採用した最高裁判決は、必ずしも
旧来の公法私法二元論に立ち戻らなくても、批判することが可能となるのである。
まちづくり法の全体構造の再定位にむけては、なお一層の研究が必要であるが、本論を出
発点としたい。
以 上
